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№ 実施事項 実施内容 令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月 

1 部会役員会 活動内容の審議と進捗確認 

 

※役員会は開催せず書面

にて報告、意見募集を実施 

● 7 月 

・行政への提言/要望集約 

・分科会活動の中間報告 

 

● 2 月 

・R3 年度実績報告 

・R4 年度度活動計画 

2 正副部会長

会議 

活動方針の決定と進捗確認 実施せず。 

メール等で調整 

 

実施事項 計画 実績 評価 
新型コロナウイルス感染拡大防止の為、対面で

の会は開催せず。 
部会役員会 2 回 ― ― 

正副部会長会議 1 回 ― ― 

1 橋本実践塾   

 修了式 ● 3/23   

第 13 期生その後の 

フォロー活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 14 期生橋本実践

塾活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

6/2 

 

 

 

開講式 

   

塾長による現場点検の実施 

 

 ①②③④  

●  

  

参加事業所名

 ③ ㈲ ヒカリセイコー

② ㈱ げんきの郷

①  ㈱ ケーエスシー

④ ㈱ 田中鉄工所

38
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1 市内先進企業視察     

評価 

－ 

◎ 

40



各事業の基本テーマ 

 

 

評価 

△ 

◎ 

◎ 

41



42



43



 出席数 開 催 場 所 実  施  内  容

44



内小規模事業所数 内小規模事業者数 

45



内小規模事業者数
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１．安定的な輸送と物流生産性の向上 

(1) 幹線道路ネットワークの整備促進(回答：道路整備課) 

[要請] 産業活動を支える物流を始め、地域間交流を円滑かつ安全に支える幹線道路を早期に整備されたい。

①～⑤について、大府市から令和 3 年 7 月 6 日に知多建設事務所へ 7 月 28 日に愛知県へ以下の通り

要請を行った。 

① (都)荒尾大府線 

・知多半島道路下り線に新設される大府パーキングエリアを活かすため、東海市境から県道東海緑線ま

でを早期整備 

② (都)東海有松線 

・本郷交差点から東海市方面への延長約 700m 区間の早期整備 

③ (都)大府東浦線 

・国道 155 号から市道ウド線区間の早期完成 

④ 国道 366 号線(衣浦西部線含む) 

・国道 155 号の折戸交差点から都市計画道路名古屋刈谷線との交点までの区間の早期整備 

⑤ (都)名古屋刈谷線 

・午池南交差点から惣作交差点区間の早期整備 

⑥～⑪については、以下の通り状況の回答があった。 

⑥ (都)大府駅前線 

・愛知県と協議し、歩道整備を推進中 

⑦ (都)養父森岡線 

・石ヶ瀬川から東海市境を整備中 

⑧ (都)柊山大府線 

・市道大府共和線の柊山町三丁目交差点から市道上原殿田線の区間は、令和元年度に供用開始済 

・市道上原殿田線から主要地方道名古屋碧南線の区間は待避所の設置や電柱の移設工事を実施中 

⑨ (都)瀬戸大府東海線 

・令和 2 年 10 月に横根町後田交差点から惣作交差点までの区間の４車線化完了 

⑩ (都)大府駅西線 

・整備供用済 

⑪ (都)健康の森線 

・現在のところ、本路線の整備予定はない。 

・市道養父森岡線や上原殿田線等の整備による道路ネットワークの強化を図っている。 

 

(2)幹線道路の交差点改良等(回答：道路整備課) 

①、③については大府市から令和 3 年 7 月 6 日に知多建設事務所へ 7 月 28 日に愛知県へ以下の通り

要請を行った旨、回答があった。 

① 一般県道名和大府線、東海緑線              

・田面交差点、本郷交差点の早期整備  

③ (都)名古屋刈谷線 

・午池南交差点から惣作交差点区間の早期整備 
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② 一般県道名和大府線 

  ・長草町下田ノ松交差点の信号機は管理している東海警察署へ大府市から要望 

④～⑤ については今後、他の要望路線の進捗や周辺の状況を勘案して、愛知県へ要請を行った。 

④ (国道 366 号線)・・・梶田町六丁目 、 ⑤ (国道 366 号線)・・・梶田町一丁目交差点 

⑥ (都)瀬戸大府東海線 (横根町後田交差点) 

令和２年１０月に横根町後田交差点から惣作交差点区間の４車線化工事完成 

(3)高速道路の利便性向上 

① 知多半島道路大府パーキングエリアへのスマートインターチェンジ設置(回答：都市政策課) 

[要請] (都)荒尾大府線との接続を想定しつつ、大府 PA にスマート IC を設置することについて、PA 施設 

    管理者や愛知県道路公社始め関係者と調整を具体的に進められたい。 

大府 PA 周辺地域は、第 4 次大府市都市計画マスタープランにおいて新たな産業地の形成を図るエ

リアとして位置付けて開発を検討している。(都)荒尾大府線の整備を含め、交通利便性も考慮した中で

産業系土地利用の促進を図っていく。 

② 知多半島道路大府西インターチェンジの渋滞解消 (回答：都市政策課) 

[要請] 慢性化している上入道交差点付近の渋滞解消の為、知多半島道路と伊勢湾岸道路との直接乗り 

入れについて早期に具体化すべく検討を深化されたい。 
 

知多半島全体の発展のために必要であると認識しており、愛知県道路公社が進める検討に対し、関

係機関とともに引き続き協力していく。  

２．地域産業の発展と雇用確保 

(1) 産業用地の創出 (回答：商工労政課、ウェルネスバレー推進室) 

[要請] 「木の山地区」「伊勢湾岸自動車道北崎 IC 周辺地区」「あいち健康の森隣接地区」等において、 

愛知県企業庁等と連携して早急に産業用地造成に取り組むとともに、アクセス道路などのインフラ 

整備についても推進されたい。 

総合計画、都市計画マスタープランに則した企業立地を積極的に進めていく。また、企業庁等と調整 

し、工業団地の整備についても検討を進めていく。（商工労政課） 

ウェルネスバレー地区では、健康産業ゾーンの一部の区域を対象とし、土地利用促進を促すパンフ

レットを活用し、市外企業や関係団体に PR を行い、将来のウェルネスバレー地区への進出につながる

ような取組みを促進している。ウェルネスバレー推進協議会の構成員として、商工会議所にも健康医療

関連産業やロボット産業振興、誘致に連携して取り組んでいただきたい。 

（ウェルネスバレー推進室） 

(2) 戦略的な企業誘致の推進 (回答：商工労政課、ウェルネスバレー推進室) 

[要請] 国立長寿医療研究センター内の「あいちサービスロボット実用化支援センター」等と連携し、製造業 

       や医療、介護、生活支援等、幅広い分野で活用が進むロボット産業の支援や誘致を図られたい。 

また、地域産業の技術革新を推進する為、独自技術やビジネスモデルを有するスタートアップ企業 

を誘致・育成されたい。 

ロボット関連産業を始め幅広い産業構造を構築すべく、開発許可の業種基準を本市独自で設定し、 

企業誘致を進めている。引き続きウェルネスバレー構想やスタートアップ関連施策も絡めつつ企業の誘 

致・育成に取り組む。商工会議所も創業支援や企業マッチング等から新たな産業創出を支援頂きたい。

（商工労政課） 

介護ロボット開発・実証・普及を促進するため、「あいちサービスロボット実用化センター」とも連携し、

ウェルネスバレー地区における介護ロボットの導入報告書をとりまとめた。こうした活動を展開しつつ、介

護ロボットメーカーや介護事業所との新事業創出や将来の誘致を進めている。スタートアップでは、県

事業「あいちマッチング」の市内企業参加促進や、中部経済産業局等は主催のガバメントピッチ in 中部

への参加等具体的事業に取組み、スタートアップの誘致や新作業創出に向けて進めている。企業支

援、技術革新推進では商工会議所の役割が不可欠であり、積極的に連携していただきたい。 

（ウェルネスバレー推進課） 
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(3) 大府市産業振興計画の進捗管理(回答：農政課) 

[要請]令和 2 年度に策定された「大府市産業振興基本計画」の進捗を図る為、大府市産業振興懇談会等で 

    の情報共有と調整を積極的に図られたい。 

  大府市産業振興基本計画の推進には、商工会議所の役割が不可欠であり、次年度以降の大府市

産業振興懇談会において計画の進捗状況等について、広く情報共有をするので、計画の推進に向

けて協力をお願いしたい。 

 

３．中小・小規模企業の支援強化と人材育成 

(1) 生産性向上支援(回答：商工労政課) 

[要請] DX 化推進のための財政支援や IT ツールの紹介、IT ベンダー・専門家などの活用を支援されたい。 

商工会議所に設置しているコーディネーターを活用し、企業の課題解決や連携の橋渡しを積極的

に行っていただき、企業の経営基盤の強化や経営革新を図っていただきたい。市も連携を図り、市内

企業へのヒアリング等により実情把握に努め、生産性向上に向けた取組を進めている。 

(2) 販路開拓支援(回答：商工労政課) 

[要請] 各種展示会や商談会等への出店費用、インターネットショップの開設やインターネットショッピン 

グモール等への出店費用についての支援に加え、企業価値を高める指標となる JIS 規格や JAS 

規格取得に関する費用を支援されたい。 

大府市がんばる事業者応援補助金にて展示会出展やホームページ作成等市内企業の販路開拓

に向けた取組を積極的に支援している。また、10 月 1 日からは、ホームページの作成・改修の委託外

注費のほか、自社でネット販売サイトを設営する費用に活用できる設備投資の補助も実施している。

企業ニーズや市場の情勢等を把握し、必要な施策を展開している。 

(3)人材の育成・確保支援(回答：商工労政課) 

[要請] デジタル化を始め、中小企業の経営革新を担う従業員等の研修や技能検定費用に対する支援と 

ともに、求人に当たっての情報誌等の掲載料や合同企業説明会等への出展料を支援されたい。 

 

人材育成に係る研修等の支援は、商工会議所が実施した市内企業のニーズ調査の結果等を考慮

して同会議所と調整の上、検討をしていく。求人関連の支援は、大府市雇用対策協議会を中心に活

動している。昨年度から商工会議所との強い連携の下で本協議会を運営しているので、より効果的な

支援策を展開していきたいと考えている。 

(4)「少年少女発明クラブ」への支援(回答：子育て支援課) 

[要請] 将来のものづくり人材育成の観点から、助成金の増額に加え、この活動を PR する啓発イベントの 

開催や学校教育との連携等を支援されたい。 

 

今年度も新型コロナによる大きな影響を受けながらも、開催方法等を工夫しながら活動をしている。 

   企業からの賛助金は、クラブにとって貴重な財源であり、寄付者の思いに応えるため、クラブ員の育

成と活動の活発化のために使っている。本市の財政的な支援としては、直接的には補助金があるが、

間接的な財政支援の一環として、昨年度に活動場所である子どもステーションの空調設備を更新し、

創作活動に集中できる環境を向上させており、随時、必要な支援については、関係者で調整しなが

ら実施している。 
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１．あるべき都市像の具体化と市民レベルでの共有(回答：都市政策課) 

[要請] 第６次大府市総合計画や第４次大府市都市計画マスタープランに掲げる土地利用の方針を具体 

的なまちづくり事業につなげるため、立地適正化計画の策定に着手されているところ。下記事項に 

ついて配慮されたい。 

  

 (１) 将来構想の見える化 (回答：都市政策課) 

本市のまちづくりにおける総合的な指針となる「第6 次大府市総合計画」や「第 4次大府市都市計画

マスタープラン」の策定の際には、多くの市民や関係団体の方等、将来のまちづくりの担い手となる

方々に参画していただいた。また、それぞれの計画案に関するパブリックコメントも実施し、広く御意

見を募った。こうした市民の皆様の御意見を踏まえ、「第 4 次大府市都市計画マスタープラン」におい

て将来の都市像を示している。 

   

  (2)公民連携によるまちづくりの推進 (3)市民参加のまちづくりの推進 

  (4)大府らしいまちづくりの推進（回答：都市政策課、中心市街地整備室） 

    まちづくりを進めるためには、民間の活力は必要であるため、公民が協力し、連携を図りながら進め

ていきたいと考えている。令和 3 年度新たに、大府市立地適正化計画策定委員会を立ち上げるととも

に、大府・共和の両駅周辺におけるまちづくり検討会議も立ち上げ、それぞれの計画策定を進めてい

る。策定委員会には、関係団体に属する方、学識者、交通事業者、駅周辺のまちづくり関係者等に

委員として御参加いただき、様々な立場から御意見をいただく中で、本市の強みを最大限に活かしな

がら、健康都市おおぶに相応しい計画となるよう、策定を進めている。 

   

  (5)道路等インフラの整備を前提とした拠点開発 (回答：都市政策課) 

    「第 4 次大府市都市計画マスタープラン」及び現在策定を進めている「大府市立地適正化計画」に 

   基づき、集約型の都市づくりを進め、将来に渡って持続可能なまちづくりを進めていく。 

２．駅前再開発の具体化 (回答：中心市街地整備室) 

[要請] 令和２年度に策定された「大府駅周辺まちづくり計画」の進捗と、「大府駅周辺まちづくり検討会議」 

     の構成メンバーを再度広く公募し、継続的な検討と情報共有を図られたい。また、将来的に都市再 

生整備計画事業や中心市街地活性化法の活用等による持続可能なまちづくりにつなげていただき 

たい。  

大府駅周辺のまちづくりにおいては、大府市立地適正化計画の内容を踏まえながら、大府駅周辺

まちづくり検討会議の中で地元商業者、大学、企業等に参画していただき、まちづくりの方向性や整

備手法等、御意いただきながら、計画の策定を進めていく。 

３．計画的な市街地整備の推進 

(1) 明成町における市街地整備 (回答：都市政策課) 

 [要請] 市道大府半田線沿線の市街化調整区域では、商業・サービス施設の進出により市街化が進んでい 

      るが、その後背地は低未利用地広がっている。調和のとれた沿道市街地の形成に向けた具体的な 

      方針を示されたい。 
 

明成地区は、第 4 次大府市都市計画マスタープランの将来都市構造において、住居系の新たな 

   市街地として位置付けられている。これまでにも地元説明会を開催したが、地権者の合意が得られて 

いない。明成地区における土地区画整理事業について、地域の状況を踏まえ、中長期的な計画期 

間において整備を検討していく方針としている。 
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(2) 横根平子地区土地区画整理事業 (回答：都市政策課) 

[要請] 令和 7 年の完了を目指して進められている土地区画整理事業区域と国道３６６号線とのスムースな 

アクセスを確保する為、新規市道の開設も含めた周辺道路の整備について、市当局の見解を示さ 

れたい。 

 

横根平子土地区画整理事業施行区域からの接続は、地区周辺の感染道路へ接続するアクセス 

道路として、道路幅員を拡げる等の整備を土地区画整理事業の完了までに進める計画としている。 

 

４．災害に対する強靭化 

(1) 防災インフラの整備 

[要請] 近年は世界的な異常気象による甚大な自然災害が多発している。被害の拡大や二次災害の防止 

を図る為、防災インフラの整備を進められたい。 

 

① 橋梁、河川堤防、上下水道などインフラの改修・耐震対策予算の確保 

橋梁の改修・耐震対策は、法により５年に１回の点検が義務化されており、点検結果に基づいて

予防保全や補修等対応を計画的に行っている。（回答：道路整備課）  

   本市では大府市総合排水計画や境川水系河川整備計画に基づいた治水対策に取組んでい 

る。現在、五ケ村川の堤防拡幅や横根川排水機場の整備を県と連携して行っている。 

(回答：水緑公園課) 

水道管については、公民館等の避難所、小学校のグラウンド等の震火災避難広場などの、重要

給水施設への水道管の耐震化を優先的に行っている。また、老朽管の更新を行う際にも、耐震

管に入れ替えることで、管路の耐震化を進めている。下水道では、大きな地震の際に下水道管

が壊れて下水道の機能が停止したり、液状化でマンホールが浮上して道路が通行できなくなると

いった被害が想定される。対策として、重要な管路の耐震化やマンホールの浮上防止対策を進

めており、早期完了を目指している。 

(回答：水道工務課) 

② 道路の防災性能向上に向けた無電柱化の推進（回答：道路整備課） 

災害時の通行の確保等、無電柱化の推進を検討する。 

③ 市街地の防災機能を高める民間住宅の耐震化や狭隘道路の解消（回答：都市政策課） 

   耐震診断・改修費補助の実績は、令和 3 年度は 9 月末時点において、耐震診断が 9 件、耐震改

修補助が 5 件ある中で、近年では対象建築物の建替え件数も増えており、耐震化率は向上してい

る。狭隘道路についても同様に 9 月末時点において、届出が 40 件、内訳として買取りが 4 件、寄

付が6 件という状況下で、その他の自己管理となっている案件についても、市として必要と思われる

箇所については、寄付や買取りを促している。 

④ ため池の浚渫などによる雨水貯留機能の強化 (回答：水緑公園課) 

  東海豪雨以降、利水機能が無くなったため池を治水ため池として活用している。治水機能の確保

のため毎年数か所を草刈りする等、貯留機能の保全に努めている。 

(2)被災時対応の充実

  [要請] 地域防災計画の適時・適切な見直しによる防災・減災体制の更なる整備・充実を図られたい。 

 

① 近隣自治体と連携した医療・避難体制の整備・拡充（回答：危機管理課） 

   令和元年度に半田保健所を事務局とした「知多半島医療圏災害医療部会」及び「知多半島医療
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保健医療調整会議」において、災害時における傷病者の広域搬送等をまとめた「知多半島 SCU 運

営計画」を策定している。避難体制は、知多 5 市 5 町で構成される「知多地域防災減災研究会」に

おいて、災害時の広域連携及び避難者の受入れ対応の協議を進めている。 

② 新型コロナウイルス対策を含めた避難所運営マニュアル・物資の整備（回答：危機管理課） 

物資については、避難者及び避難所従事者へのマスクを始め、非接触型体温計、手指消毒

剤、防護服、ダンボール、エアシェルター等を備蓄した。避難所の運営については、新たに「新型

コロナウイルス等感染症予防に対応した避難所運営マニュアル」を策定し、避難所の運営従事者と

なる市職員及び自主防災会へ配布し、啓発に努めている。 

③ 災害廃棄物の適正かつ迅速な処理体制の確立（回答：環境課） 

  本市では、愛知県産業廃棄物協会(現愛知県産業資源循環協会)と災害時における廃棄物の処 

理等に関する協定、オオブユニティ株式会社と収集運搬等の協力に関する協定、県内の全市町

村及び一部事務組合と収集運搬及び一般廃棄物処理に関する相互応援協定をそれぞれ締結し、

災害廃棄物が発生した際に適切かつ迅速に処理する体制を構築している。 

④ 行政と民間企業が連携協力できる安否情報の共有や物資備蓄の推進(回答：危機管理課） 

災害時における被災者や帰宅困難者への対応を検討するため、市内の主な事業所・JR 東海大 

府駅、大学等で組織する「大府市防災対策連絡会」を定期的に開催し、避難所避難者への備蓄食 

糧や避難所間の情報伝達手段について、情報を共有している。 

⑤ 円滑な罹災証明書の発行など中小企業支援策の整備（回答：危機管理課） 

被災者支援システムを活用し、円滑な罹災証明の発行に努める。 

(3)基幹的広域防災拠点(サブ拠点)の誘致 (回答：危機管理課) 

[要請] 愛知県では、基幹的広域防災拠点の整備を名古屋空港に隣接する豊山町に計画されているが、 

     道路を始めとする防災インフラ整備を加速する為、あいち健康の森公園及び周辺地域の空間や 

     当地の優れた広域交通条件、医療施設の集積を活かして「サブ拠点」を誘致されたい。 

 

知多半島医療圏災害医療部会にて、知多半島内での広域的な医療体制の整備が進められており、

知多半島から広域搬送適応患者をヘリコプターで搬送する拠点を運営する体制を検討している。この

中で、「あいち健康の森公園」は、愛知県の地域防災活動拠点として位置付けられており、県防災航空

隊と本市消防本部が連携して、防災ヘリコプターの離発着を行う合同訓練を実施している。 

 

５．警察力の強化(回答：危機管理課) 

[要請] 当地域は、名古屋市と刈谷市に挟まれた住宅都市でもあり、人口増加に対応した治安の維持が大き 

な課題の一つである。警察署の設置に向けて、愛知県が前向きに検討できるよう、大府市による財政 

負担の提案も含めて積極的な誘致活動を推進されたい。 

 

本市は昭和６３年から、県、県議会、県警本部に対して警察署誘致の陳情を続けてきており、令和 3

年度も２月実施に向けて調整を進めている。愛知県では、警察署の老朽化に伴う建て替えとともに、現

在、将来を見据えた再配置が検討されており、この見直しに併せて本市に警察署が新設されるよう、今

後も粘り強く陳情を継続する。 

 

６．地域の賑わい創出と快適なまちづくり 

(1)大府市観光協会の体制強化とＫＵＲＵＴＯおおぶの運営(回答：商工労政課) 

[要請] 観光協会を法人化し独立させるとともに、経営感覚溢れる優れた人材を確保し、事業を充実・強化 

されたい。また、KURUTO おおぶの運営にも観光振興の視点で引き続き検討を進められたい。 
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本市の観光事業を充実させるため、商工会議所との連携を強化し、観光協会の事務局強化を図って 

いく。 

(2)空き店舗等活用補助金制度の拡充（回答：商工労政課） 

[要請] 平成３０年４月に施行された本助成制度の対象区域には利用可能な空き店舗が少なく、制度活用 

    の障害となっている。指定区域を拡大し、より使いやすい制度とされたい。 

 

商工会議所と連携し、空き店舗の現状や事業者のニーズ、課題等把握に努め、制度の有効性を向上さ

せる検討を進める。 

(3)公共交通サービスの充実（回答：都市政策課） 

[要請] 高齢化の進展やライフスタイルの変化、技術革新等により、長期的に市民の移動手段がマイカー 

     から公共交通機関にシフトすることが予想されます。将来的なまちづくりと連動した公共交通体系 

     の整備を進められたい。 

 

  ① 大府市循環バスの路線及び運行ダイヤについて、各路線の乗車率・定時性等の運行状況を 

踏まえたうえで、必要な改善措置を講ずること 

令和 2 年１０月に策定した「大府市地域公共交通計画」に基づき、路線の見直しも含め、更なる交

通利便性の向上に繋がる取組の検討を進めている。 

  ② 近隣市町の公共交通機関との連携を強化すること 

     東海市、豊明市、東浦町への乗り入れを実施している。また、近隣市町が開催する地域公共交通

会議に参加するとともに、本市の地域公共交通活性化協議会においても、先の 3 市町に加え、刈

谷市にも参加していただき、既に近隣市町と連携強化を図りながら、地域公共交通ネットワークの

確保に努めている。 

  ③ 市循環バスや民間路線バスの維持と大府市の財政負担を適正に保ち、持続可能な公共交通とす

る為、市民ニーズの把握と利用促進に繋がる情報提供・PR に努めること 

     「大府市地域公共交通計画」に基づき、地域を支える持続可能な地域公共交通体系の構築を

図っている。 

  ④ タクシーについては、時間帯や曜日によって利用しにくい状況にある市民移動需要に柔軟に対応

できるよう事業者との協議調整を図ること 

     大府市地域公共交通活性化協議会の委員として、愛知県タクシー協会の知多支部長に御参加い

ただいており、本市の公共交通施策に関する意見交換を行っている。 

  ⑤ 自動運転等の技術革新を見込んだ、長期的な視点に立ったまちづくりに配慮すること 

     「大府市地域公共交通計画」の実施事業として、「新たなサービス・技術の調査・研究」を掲げてい

る。令和 2 年度、新たな取組として、バスロケーションシステムを導入し、利用者がリアルタイムに循

環バスの運行状況を把握できるようにする等、利便性の向上に努めている。 

 

７．市民の生活と安全を支える市道の整備(回答：道路整備課) 

[要請] 幹線道路の補完や、市民生活に密接に関わる市道の整備は、産業活動の生産性向上や市民の 

交通安全確保の大前提です。また、狭隘な道路は大規模地震発生時等の救急・消防活動に支 

障を来たす恐れがあります。道路の拡幅を始めとする改良事業、歩道の設置、無電柱化、側溝 

の有蓋化などの整備を推進するとともに、その状況について教示いただきたい。 

 

  ① 既設道路の拡幅を始めとする改良事業、歩道の設置、無電柱化、側溝の有蓋化等の整備推進 

    市道の側溝について、平成 29 年 3 月に大府市側溝改良計画を策定し、計画的に側溝の有蓋化を 
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推進している。令和 3 年度は、市道 4073 号線(梶田町)や市道 7061 号線(横根町)の道路改良工事 

等を行っている。 

  ② 市内で進む宅地群や産業拠点の開発に対応した新たな市道ネットワークの計画・整備 

    令和 3 年度は、市道養父森岡線や市道上原殿田線等の整備を進めており、道路ネットワークの 

強化を図っている。 

 

８．街路樹の整備 (回答：水緑公園課) 

[要請]令和 2 年 9 月に策定された「緑の基本計画」に基づき、道路緑化の推進に努められているところで 

    すが、県管理と市管理の道路で街路樹管理や草刈りに差が生じています。県と連携し、良好な道路 

    環境の維持・整備に努められたい。 

 

  本市ではまちの沿道の景観向上のため、年間を通して街路樹の維持管理を行っているが、剪定や 

草刈りについてはそれぞれの管轄で行っているため、発注や作業時期、回数に差が生じる。交通に 

支障が出る等、安全性に問題がある場合は情報共有を図る等、県と連携し対応している。 

 

１. 健康経営の推進 (回答：健康都市スポーツ推進課) 

[要請] 持続可能な経済発展を支援する為、大府市と商工会議所、協会けんぽ愛知支部が連携・協力し 

       普及・推進している「健康経営」の充実を図られたい。 

 

 ① 公共事業の入札時の加点等、健康経営に取組む事業所の動機づけや目的意識の向上に繋がる 

施策の検討 

    商工会議所や協会けんぽ愛知支部等との効果的に連携しながら、セミナーや事業所訪問等を通じ

て、実践事業所の取組事例や成果の紹介や、健康経営が事業所の抱える経営課題の解決手段とな

ることの啓発を実施している。また、公共事業の入札時の加点等を含め、健康経営に取り組むインセ

ンティブのあり方について、検討を進めている。 

  ② これから働き手となる学生への普及・啓発 

    市ウェブサイトや広報等を通じ、健康経営の取り組みや意義の周知を図っている。また、県内の高

等学校や大学キャリアセンターを通じ、市内で健康経営に積極的に取り組む事業所の PR を実施して

いる。 

２．ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の普及・啓発と環境ビジネスの振興 

(1) 脱炭素化に対応した環境整備 (回答：環境課) 

[要請] 脱炭素社会の実現に向けた企業の省エネ・再エネ化投資や新たな関連産業分野への挑戦に対 

     する支援をされたい。 

 

本市では、令和 3 年度から新たに市内の中小企業に対し、SDGｓの潮流とゼロカーボンシティに向け 

た本市の取組を示すとともに、エネルギー効率化の経営に対するメリットや社会貢献についての理解を 

深める省エネセミナーを開催した。さらに、希望者に個別相談、省エネ診断による伴走型支援も実施し 

ている。事業者の省エネ活動とともに従業員の COOL CHOICE への行動変容を促すきっかけとなること 

を目的として事業を実施しているので、継続して事業者支援を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

82



(2)環境ビジネスの振興（回答：環境課） 

[要請] パリ協定ベースの我が国の温室効果ガス削減目標の達成には建築物の省エネ化や効率照明の 

導入等を進める必要があります。ついては、街路灯の LED 化や地球温暖化対策設備導入に対 

する補助制度の更なる拡充など支援の充実を図られたい。 

 

   日本政府が発表した「2050 年カーボンニュートラル宣言」の実現に向けて、国において環境省を 

中心に省エネ設備の導入支援や技術開発に係る支援等が実施されている。国や支援機関等と 

の連携を強化し、省エネセミナー等を通じて、さらなる市内事業者への情報展開を推進する。 

 

３．ウェルネスバレー構想の推進 

(1)医療機器産業の戦略的な誘致（回答：ウェルネスバレー推進室）

[要請] 医療機器産業は、当地のものづくり技術やノウハウを活用でき、今後の成長が期待されます。国立 

長寿医療研究センターやあいち小児保健医療総合センターとも連携して、あいち健康の森周辺へ 

の戦略的な企業誘致を進めていただきたい。また、ウェルネスバレー地区の今後について、ロー 

ドマップを示されたい。 

平成 29 年度に「ウェルネスバレー基本計画」における土地利用計画のゾーニングを見直し、その内 

容を第４次大府市都市計画マスタープランに位置付けた。ウェルネスバレー地区では、新規就農者 

や新産業育成等関連産業の受け皿を確保し、更に、健康・医療・福祉等の健康長寿産業を始めとし 

た立地誘導を図り、新たな産業地の形成を図ることとしている。ウェルネスバレー推進協議会の構成 

員として、商工会議所に企業誘致に連携して取り組んでいただきたい。また道路インフラとなる養父 

森岡線の整備は、東海市境に向けて進めている。 

 （2） 地域資源の活用（回答：ウェルネスバレー推進室） 

[要請] 「あいち健康の森公園」、「げんきの郷」と連携して農業体験や加工・販売・宿泊・レジャーといった 

機能を付加する当所の構想を、ウェルネスバレー構想推進のたたき台とすることについて、市当局 

の意見を伺いたい。 

 

    健康交流ゾーンの開発には既存立地施設との親和性や協調が不可欠である。ウェルネスバレー周

辺地区は、宅地化が進み農地の買取り価格が高騰しつつあり、民間企業によるレジャー施設等の

設置、維持運営には慎重な判断が必要と思われる。 

(3)中小企業の医療機器産業への新規参入支援（回答：ウェルネスバレー推進室） 

[要請] 製販ドリブン事業の活性化に加えて、初期段階での試作・研究開発や実証実験への助成、産学官 

連携の推進など、事業化を見据えた入口から出口までの支援を充実されたい。 
 

令和元年度からスタートした医福工連携マッチング支援事業のアイデアボックス活動では、医療・介 

護現場と、ヘルスケア産業関連企業、新規参入希望企業とマッチングし、現場と連携した共同研究・ 

実証実験等、事業化に向けた支援を推進している。専門的な知見が必要となるため、医療機器メー 

カーでの勤務経験のある専門家コーディネーターとして雇用して、伴走支援を展開している。今後も 

ヘルスケア分野における新産業創出を力強く進めていく。施策・研究開発、産学官連携の推進では 

商工会議所の役割が不可欠であり、積極的に連携していただきたい。 
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(4)スタートアップ支援機関のサテライト誘致（回答：ウェルネスバレー推進室） 

[要請] 愛知県が進める、スタートアップの中核支援拠点「ステーション Ai」のサテライト施設を、あいち健康 

     の森地区へ誘致されたい。誘致に当たっては、医療・介護に係る企業、投資家等の交流拠点とす 

     るため、国立長寿医療研究センター内の「あいちサービスロボット実用化支援センター」との連携を 

検討されたい。 
 

  サテライト支援拠点については、県から「誘致」ではなく地域が主体的に設置するものと聞いてい 

る。先行自治体の情報収集等も行いながら、「大府スタイル」でのスタートアップ・サテライト支援拠 

点の検討を行い、ウェルネスバレー地区へのスタ―トアップの誘致、更には新産業創出に向けて 

努めていく。ウェルネスバレー推進協議会の構成員として、商工会議所にも具体化に向けてスター 

トアップ支援、医療介護産業振興に連携して取り組んでいただきたい。 

(5)あいち健康プラザ減築への対応（回答：ウェルネスバレー推進室） 

[要請] あいち健康プラザが減築されれば、同施設の機能はもとより、あいち健康の森公園の集客にも影響 

が出ると予想されます。減築計画の動向に十分留意するとともに、地域の賑わいや憩いの場として 

の公園の管理運営について、地元自治体として愛知県に対して適時適切に意見・要望をされたい。 
 

あいち健康プラザの減築工事の予定については、愛知県から説明を受けている。地元自治体とし

てその動向に十分留意する。 

(6)新たなウォーキングコースの設定（回答：ウェルネスバレー推進室） 

[要請] 大府駅西口から健康の森公園へかけてウェルネスバレーロードが整備されているが、今一つ魅力に 

欠けます。加木屋・桜木町から奥池や吉川熊野神社・神様池・七社神社など地域の史跡を結んで、 

その魅力を情報発信できる新たなコースを具体化されたい。 

 

   市では「おおぶ健康都市ウォーキングマップ」を作成し、市内に設置した全 10 コースのウォーキング

コースを掲載している。健康づくりと大府ならではの風景を楽しむことができるよう、コース上には

ウォーキングサインのほかに「緑道エリア」や「親水エリア」、コース周辺の名所等も掲載しており、ウェ

ルネスバレーロードとともに健康づくりを推進していく。 

 

１．新型コロナウイルス感染症の長期化に対応した支援の継続と拡充(回答：商工労政課) 

[要請] 新型コロナウイルス感染症の長期化による経済ダメージが、更に深刻化する恐れがあります。大府 

     市当局の支援の継続と拡充に努められたい。 

 

令和 3 年 10 月 1 日から、がんばる事業者応援補助金（設備投資）と、あいスタ認証取得飲食店応援

金を新設した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けながらも、売上を上げようと工夫

する事業者等、意欲的にチャレンジする事業者への支援を行っている。また、おぶちゃん商品券事

業に対する補助金を、大府商工会議所へ交付し当事業を後押ししている。市内経済の活性化には

商工会議所の支援は不可欠なので、積極的に取り組んでいただきたい。 

 (回答：行政管理課) 

[要請] 市内事業者を体操にした公共工事、物販、役務等の積極的な発注による需要の喚起とともに、 

工期・納期の柔軟かつ十分な対応、迅速な支払いや予定価格について配慮されたい。 
 

  担当課から依頼のあった公共工事、物販、役務等については市内登録業者を意識し、速やかに事務 

84



  を進めている。工事における工期設定や設計金額、物販等における納期設定や購入予定価格につい

ては、十分留意するよう指導している。 

３．政府・愛知県への要請(回答：商工労政課、健康増進課) 

[要請] 下記 3 点について、政府、愛知県に対し大府市からも強力に申し入れられたい。 
 

① 各種支援策の手続きの迅速化 （回答：商工労政課） 

市内企業への情報展開をスムーズにするためにも、国・県の動向について状況把握に努めていま

すので、引き続き商工会議所会員への支援をお願いしたい。 

② PCR 検査体制の強化 （回答：健康増進課） 

定期的な意見交換の場の設置(構成：市、商工会議所、ＪＡ等) (回答：商工労政課) 

[要請] 第６次総合計画、第４次大府市都市計画マスタープランの具体的な展開に向けた、まちづくりに関 

     する意見交換の場とします。当所の要請に対しては、毎年丁寧な回答をいただいているが、残念 

     ながらフォローアップする場がありません。関係者が集まって課題を共有するとともに連携協力して、 

     それを不断に見直しアクションにつなげる場として検討いただきたい。 
 

  令和 3 年 3 月に策定しました大府市産業振興基本計画に基づき、大府市産業振興懇談会で分野間 

  の情報共有や方向性調整を行い、今年度から実施する大府市産業振興策検討会で意見交換を行う 

  など、商工業、農業関係者と意見交換する場は設定されている。 

 

小規模事業補助金等の水準維持 (回答：商工労政課) 

 [要請] 大府商工会議所は、当市の商工業者数 2,900 社の過半を会員とする、市内唯一の総合的な経済 

団体であり、地域の商工業の発展を図り、兼ねて社会一般の福祉増進に資することを目的に、 

中小企業の活力強化、地域振興、行政への提言・要望等様々な活動を行っております。その財源 

は、会員会費や事業収入の他、多くを愛知県及び大府市の補助金に負っております。 

市当局におかれては、従来の産業振興施策の方向性を踏まえ、小規模事業補助金等の水準を維 

持していただきたい。  
 

   当補助金交付は、大府商工会議所の事業活動を財政的に支えることで、市内事業者の間接的支援

を行うことを目的としており、事業内容や対象経費、近隣自治体の状況等も踏まえたうえで、実際の活

動状況や効果を確認して、総合的に判断している。なお、補助金については補助の目的に則した使

い方に、特段の留意をいただきたい。 

85



86



 

 
 
 

 

87



88



89



90



91



制 度 名 
期   首 期中増減 期   末 

摘     要 
件数 口数 件数 口数 件数 口数 

中小企業共済 

 

制 度 名 
期   首 期中増減 期   末 

摘     要 
件数 口数 件数 口数 件数 口数 

制  度  名
期     末

 

(アクサ生命保険)  

大 型 損 保 セ ッ ト 

総   合    共   済 

定 期 保 険 群 集 団 

ガ    ン   治    療 

※ １．年間保険料総額は、令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月までの支払保険料総額、件数は令和 4 年 3 月 1 日契

約分まで 

※ ２. 取扱開始時期 ・アクサ生命保険㈱関係             

制  度  名
期首

件数

期     末
摘     要

小 規 模 企 業 共 済 

倒 産 防 止 共 済 

中小企業退職金共済 

日 商 業 務 災 害 保 険 

日商ビジネス総合保険 
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会員拡大委員長 

（総務・研修委員会） 

（地域活性化委員会） 

（交流委員会） 

熱意総務委員長 

熱意総務副委員長 

熱意総務副委員長 

熱意総務副委員長 

熱学研修渉外委員長 

熱学研修渉外副委員長 

熱学研修渉外副委員長 

熱学研修渉外副委員長 

情熱地域活性化委員長 

情熱地域活性化副委員長 

情熱地域活性化副委員長 

情熱地域活性化副委員長 

熱血交流委員長 

熱血交流副委員長 

熱血交流副委員長 

熱血交流副委員長 
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   収　支　決　算　書

令和３年度



(単位　：　円)

内  (
収入決算額
前期繰越金 )

支出決算額 次期繰越金

1 一般会計 124,013,019 98,346,507 25,666,512
( 32,139,114 )

2 中小企業相談所特別会計 97,765,897 83,187,831 14,578,066
( 12,642,836 )

3 共済事業特別会計 37,061,146 29,370,983 7,690,163
( 7,679,837 )

4 労働保険事務組合一般会計 8,650,967 7,342,448 1,308,519
( 726,756 )

5 特定退職金共済事業特別会計 22,156,282 21,039,208 1,117,074
( 924,015 )

6 街路灯特別会計 2,826,409 2,654,235 172,174
( 171,038 )

7 商品券事業特別会計 185,464,505 185,464,505 0
( 0 )

477,938,225 427,405,717 50,532,508
( 54,283,596 )

1 財政調整資金積立金特別会計 207,932,493 0 207,932,493
( 197,879,766 )

2 退職給与資金積立金特別会計 75,015,600 0 75,015,600
( 68,301,828 )

282,948,093 0 282,948,093

( 266,181,594 )

1 労働保険事務組合労働保険料特別会計 61,147,488 61,147,488 0
( 0 )

822,033,806 488,553,205 333,480,601
( 320,465,190 )

合                   計

令和３年度  収支決算総括表

自　令和３年４月　１日

至　令和４年３月３１日

会 　 計 　 区 　 分

事業会計合計

積立金会計合計

 111111



2022年4月15日

収 入 の 部

1. 会費 58,296,700 58,080,000 216,700
1. 一般会費 39,396,700 39,000,000 396,700
2. 特別会費 18,900,000 19,080,000 △ 180,000 役員・議員特別会費

2. 事業収入 6,518,036 6,260,000 258,036
1. 事業賦課金 1,065,741 1,910,000 △ 844,259 1. 役員研修参加負担金 0

2. 部会研修参加負担金　 0
3. 講習会等参加負担金　　　

  げんき商店街参加負担金 925,741
　ビジネスカレッジ参加負担金 ほか 60,000

4. その他事業負担金 80,000
　優良従業員表彰、議員懇談会等

5. 産業文化まつり出展者負担金 0
6. 新年賀詞交歓会参加負担金 0

2. 検定事業収入 1,265,355 840,000 425,355 珠算、簿記

3. 広告料収入 2,112,000 1,580,000 532,000 会報等広告料、チラシ同封サービス利用料  

4. 手数料収入 2,074,940 1,930,000 144,940 1. 団体事務代行手数料 1,750,000
2 その他　　リサイクル業務受託等 324,940

3. 交付金 14,200,000 14,590,000 △ 390,000
1. 補助金 14,200,000 14,200,000 0 1. 小規模育成指導費補助金(市) 7,900,000

2. 産業文化まつり交付金(市) 0
3. 産学官連携推進事業補助金(市) 300,000
4. げんき商店街推進事業費補助金(県・市) 3,000,000
5. あいち森と緑づくり都市緑化推進事業交付金（県） 3,000,000

2. 受託料 0 390,000 △ 390,000 生産性向上支援訓練受託料(国）

4. 雑収入 1,524,594 781,000 743,594
1. 預金利子 118 1,000 △ 882
2. 雑収入 1,524,476 780,000 744,476

5. 繰入金 11,334,575 10,000,000 1,334,575
1. 共済事業特別 10,000,000 10,000,000 0

会計繰入金

2. 1,334,575 0 1,334,575

6. 繰越金 32,139,114 31,000,000 1,139,114
1. 繰越金 32,139,114 31,000,000 1,139,114 前期繰越金

124,013,019 120,711,000 3,302,019

令和3年度  一般会計収支決算書

自　令和3年4月　1日

至　令和4年3月31日

勘   定   科   目
比較増減予算額決算額 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

（ 単位  :   円）

商品券事業特
別会計繰入金

合　　　　計

款 項
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支 出 の 部

1. 事業費 1. 27,959,346 36,650,000 △ 8,690,654
1. 企画調整費 3,313,740 6,950,000 △ 3,636,260 1. 商工業活性化ビジョン推進費 992,640

  2. 役員研修事業費 55,000
3. 地域振興費 150,000
4. 支部活動費 1,942,080
5. 会員加入勧奨推進費 174,020

2. 調査広報費 5,261,389 5,300,000 △ 38,611 1. 会報発刊費 3,096,250
2. 情報資料配布費(ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ) 2,165,139

3. 2,827,713 5,750,000 △ 2,922,287 1. 398,526
2. 部会調査研究費 0
3. 検定事業費 137,818
4. 住宅修繕相談事業費 235,765
5. 金融・税務指導調整費 0
6. 法定台帳整備費 78,020
7. ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ事業費 115,000
8. 産学官連携推進事業費 624,000
9. 橋本実践塾（職場の改善）事業費 1,134,144

10. 大府ビジネスカレッジ（旧社会人学舎） 104,440
11. 防災事業費 0
12. 会員交流事業費 0

4. 355,049 900,000 △ 544,951 1. ゴルフ委員会関係費 11,850
2. 優良従業員表彰事業費 251,240
3. ビジネスセミナー事業費 0
4. 健康経営推進事業費 91,959

5. 情報化対策 4,061,058 4,950,000 △ 888,942 1. 情報インフラ整備費 2,411,058
費 2. ホームページ作成費 1,650,000

6. 産業文化まつ 0 0 0
り事業費

7. 青年部・女性 2,400,000 2,400,000 0
会活動費

8. げんき商店街 6,276,638 6,000,000 276,638
推進事業費

9. まちづくり検討 0 600,000 △ 600,000
事業費

10. 3,463,759 3,300,000 163,759

11. 市制50周年 0 500,000 △ 500,000
プラス1記念事
業費

2. 管理費 51,687,612 56,950,000 △ 5,262,388
1. 給与費 24,720,129 24,150,000 570,129

1. 給料 18,864,693 17,300,000 1,564,693 5名

2. 諸手当 1,678,145 1,700,000 △ 21,855 同上　地域手当　通勤手当　扶養手当

3. 期末勤勉手当 3,949,035 4,100,000 △ 150,965 同上　期末・勤勉手当

4. その他人件費 228,256 1,050,000 △ 821,744 臨時職員

2. 1,689,855 3,000,000 △ 1,310,145
1. 時間外勤務手当 1,689,855 3,000,000 △ 1,310,145

3. 4,974,224 5,100,000 △ 125,776
1. 福利厚生費 4,006,995 4,100,000 △ 93,005 健康保険、厚生年金、雇用保険

2. 福祉費 967,229 1,000,000 △ 32,771 職員厚生費

福利厚生
費

産業文化まつり設営費、運営管理費

時間外勤
務手当

花めぐり事業
費

比較増減

労災保険、アスベスト拠出金、子ども･子育て拠出金等

説　　　　　　　　　　　　　　　　明

労務対策費

目
予算額

部会・委員会活動費（4部会、委員会）商工業振興
費

款

勘   定   科   目
決算額

項

一般事業
費
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支 出 の 部

比較増減 説　　　　　　　　　　　　　　　　明
目

予算額
款

勘   定   科   目
決算額

項

2. 管理費 4. 旅費交通 102,120 1,000,000 △ 897,880
費 1. 旅費交通費 102,120 1,000,000 △ 897,880

5. 事務費 13,902,035 15,300,000 △ 1,397,965
1. 事務費 3,695,450 5,000,000 △ 1,304,550 消耗品費、通信運搬費、什器備品費

賃貸料、振替手数料、カウンター料金

2. 車両費 759,522 900,000 △ 140,478 車検費用、維持管理費、燃料費

3. 家屋費 9,447,063 9,400,000 47,063 1. 光熱用水費 1,823,828
2. 会館維持管理費 1,545,616
3. 環境整備費 842,697
4. 会館賃借料 5,234,922

6. 会議費 1,145,556 2,200,000 △ 1,054,444
1. 会議費 1,145,556 2,200,000 △ 1,054,444 議員総会、常議員会、新年賀詞

その他会議費

7. 渉外費 381,543 1,300,000 △ 918,457
1. 渉外費 381,543 1,300,000 △ 918,457 祝儀、慶弔費

8. 4,772,150 4,900,000 △ 127,850
1. 公課 2,534,600 2,400,000 134,600
2. 分担金 2,237,550 2,500,000 △ 262,450 1. 日本商工会議所 1,449,000

2. その他関係団体 762,600
3. 職員研修負担金 25,950

3. 繰出金 1. 特別会計 18,699,549 19,700,000 △ 1,000,451

繰出金 1. 13,500,000 13,500,000 0

2. 1,000,000 1,000,000 0

3. 200,000 200,000 0

4. 退職給与資金
積立金特別会
計繰出金

1,468,584 1,500,000 △ 31,416

5. 商品券事業特
別会計繰出金

2,530,965 3,500,000 △ 969,035

4. その他 0 2,000 △ 2,000
支出 1. 0 1,000 △ 1,000

2. 出資金 0 1,000 △ 1,000
5. 予備費 1. 予備費 0 7,709,000 △ 7,709,000

1. 予備費 0 7,709,000 △ 7,709,000

98,346,507 121,011,000 △ 22,664,493

備　考

次年度繰越金25,666,512124,013,019 98,346,507

公課分担
金

中小企業相談
所特別会計繰
出金

支出決算額

労働保険一般
会計繰出金

収入決算額

合　　　　計

借入金返
済等支出

差引残高

街路灯特別会
計繰出金
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収 入 の 部 　(単位  ：　円)

　　　勘　定　科　目

　款 　　項

1. 事業収入 14,685,192 17,120,000 △ 2,434,808

1. 事業賦課金 0 400,000 △ 400,000 1. 講習会等参加負担金 0

2. 創業支援事業負担金(東浦町商工会) 0

2. 手数料 7,438,222 7,150,000 288,222 1. 記帳機械化事務指導料　　92企業 6,777,727

2. 小規模企業共済等手数料 660,495

3. 受託料 7,246,970 9,570,000 △ 2,323,030 1. 日商等事業受託料(国） 4,371,200

2. 小規模事業者持続化補助金受託料（国） 227,800

3. 伴走型小規模事業者支援推進事業受託料（国） 2,647,970

2. 交付金 56,937,869 56,580,000 357,869

1. 県補助金 41,357,869 41,000,000 357,869 小規模事業経営支援事業費補助金

2. 市補助金 13,080,000 13,080,000 0 経営改善普及事業費補助金

3. 助成金 2,500,000 2,500,000 0 創業等支援事業費助成金

3. 雑収入 0 10,000 △ 10,000

1. 雑収入 0 10,000 △ 10,000

4. 繰入金 13,500,000 13,500,000 0

1. 一般会計 13,500,000 13,500,000 0
繰入金

5. 繰越金 12,642,836 12,200,000 442,836

1. 繰越金 12,642,836 12,200,000 442,836 前期繰越金

97,765,897 99,410,000 △ 1,644,103

令和3年度  中小企業相談所特別会計収支決算書

自　　令和 3年4月 1日
至　　令和 4年3月31日

合　　　　　　計

予算額 比較増減決算額 　備　　　　　　　　　　　　考
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支 出 の 部

1. 事業費 1. 事業費 33,101,640 38,070,000 △ 4,968,360

1. 指導事業費 19,541,281 24,450,000 △ 4,908,719 1. 430,596

2. 5,732

3. 記帳機械化指導事務費 674,657

4. 記帳指導職員設置費 11,459,446

5. 日商委託事業 4,026,000

6. 創業支援事業費 9,320

7. 伴走型小規模事業者支援推進事業費 2,647,970

8. 若手後継者等育成事業費 287,560

2. 資質向上対策事業費 98,920 200,000 △ 101,080 中小企業大学校研修費

3. 特別研究指導費 840,000 720,000 120,000 主席・主任経営指導員手当

4. 事務局長等設置費 9,775,430 9,700,000 75,430

5.
中小企業支援センター設
置事業費 2,846,009 3,000,000 △ 153,991

2. 管理費 45,612,735 48,102,000 △ 2,489,265

1. 給与費 37,302,826 37,750,000 △ 447,174

1. 給料 23,730,700 23,750,000 △ 19,300 補助対象職員人件費　６名

2. 諸手当 3,759,573 3,900,000 △ 140,427  　　　　〃 　　　管理職手当、扶養手当、地域手当

3. 期末勤勉手当 9,812,553 10,100,000 △ 287,447 　　　　 〃 　　　期末・勤勉手当

2. 時間外勤務 529,065 2,000,000 △ 1,470,935
手当 1. 時間外勤務手当 529,065 2,000,000 △ 1,470,935

3. 福利厚生 6,204,909 6,530,000 △ 325,091
費 1. 健康保険料 2,188,927 2,300,000 △ 111,073 補助対象職員６名

2. 厚生年金保険料 3,524,398 3,700,000 △ 175,602

3. 雇用保険料 225,643 250,000 △ 24,357

4. 労災保険料等 127,265 130,000 △ 2,735

5. 子ども･子育て拠出金 138,676 150,000 △ 11,324

4. 旅費交通 6,980 272,000 △ 265,020
費 1. 指導旅費 6,980 200,000 △ 193,020

2. 研修旅費 0 70,000 △ 70,000

3. 会議所基礎研修出席旅費 0 2,000 △ 2,000

5. 事務費 1,567,955 1,400,000 167,955

1. 指導事務費 1,567,955 1,400,000 167,955

6. 公課分担 1,000 150,000 △ 149,000
金 1. 分担金 1,000 150,000 △ 149,000 関係団体等負担金

3. 繰出金 1. 4,473,456 4,500,000 △ 26,544

1.
退職給与資金積立金
特別会計繰出金 4,473,456 4,500,000 △ 26,544

4. 予備費 1. 予備費 0 8,738,000 △ 8,738,000

1. 予備費 0 8,738,000 △ 8,738,000

83,187,831 99,410,000 △ 16,222,169

備　考

次期繰越金

講習会開催費

金融指導事務費

消耗品費、通信運搬費、図書費

　　　　〃

　　　　〃

　　　　〃　　　　（アスベスト拠出金等）

　　　　〃

比較増減 　備　　　　　　　　　　　考

　　　　　　　　　 通勤手当、住居手当

賃貸料、什器備品等

　　　　　　　　勘　　　定　　　科　　　目
予算額決算額

款 項 目

差引残高

14,578,066

支出決算額収入決算額

97,765,897 83,187,831

特別会計
繰出金

合　　　 　　計
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収入の部

1. 手数料 29,378,141 28,900,000 478,141

1. 取扱手数料 29,378,141 28,900,000 478,141 1. 3,245,200

2. 風車共済　　　　   18,428,212

3. 5,698,086

4. 2,006,643

2. 雑収入 3,168 1,000 2,168

1. 雑収入 3,168 1,000 2,168

3. 繰越金 7,679,837 7,000,000 679,837

1. 繰越金 7,679,837 7,000,000 679,837    前期繰越金

37,061,146 35,901,000 1,160,146

支出の部

1. 事業費 812,400 1,100,000 △ 287,600

1. 事業推進費 0 200,000 △ 200,000

2. 支部活動費 812,400 900,000 △ 87,600

2. 給付金 2,403,500 3,000,000 △ 596,500

1. 見舞金等給付金 2,403,500 3,000,000 △ 596,500

3. 給与費 4,229,140 4,400,000 △ 170,860

1. 給料 2,683,200 2,700,000 △ 16,800 1名

2. 諸手当 471,576 500,000 △ 28,424 同上　地域手当、通勤手当

3. 期末勤勉手当 1,074,364 1,200,000 △ 125,636 同上　期末・勤勉手当

4. 時間外手当 8,785 200,000 △ 191,215

1. 時間外勤務手当 8,785 200,000 △ 191,215

5. 福利厚生費 685,139 750,000 △ 64,861

1. 福利厚生費 685,139 750,000 △ 64,861

6. 管理費 883,203 1,200,000 △ 316,797

2. 旅費交通費 0 150,000 △ 150,000

3. 事務諸費 231,992 300,000 △ 68,008

4. 会議費 0 50,000 △ 50,000

7. 繰出金 20,348,816 20,400,000 △ 51,184

1. 一般会計繰出金 10,000,000 10,000,000 0

2.
財政調整資金
特別会計繰出金

10,000,000 10,000,000 0

3. 退職給与資金積立
金特別会計繰出金

348,816 400,000 △ 51,184

8. 予備費 0 4,851,000 △ 4,851,000

1. 予備費 0 4,851,000 △ 4,851,000

29,370,983 35,901,000 △ 6,530,017

備　考

次期繰越金

自　令和3年4月　1日

至　令和4年3月31日

（単位  :   円）

決算額
勘  定  科  目

比較増減予算額 備　　　　　　　　　　　　考

合　　　　　　計

1.

款 項

支払手数料

29,370,983

651,211 700,000

款 項

7,690,163

支出決算額収入決算額 差引残高

37,061,146

合　　　　　　計

決算額 予算額
勘　定　科　目

中小企業共済　　   

大型・総合・風車等事務手数料

業務災害補償プラン・ビジネス総合保険等

   口座振替手数料　運営手数料

比較増減

△ 48,789

   風車共済見舞金、祝い金等

   共済事業キャンペーン費

備　　　　　　　　　　　　考

令和3年度　共済事業特別会計収支決算書

    (ファームバンキング)等
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収入の部

1. 事業収入 4,001,421 3,800,000 201,421

1. 事務手数料 4,001,421 3,800,000 201,421

2. 交付金 2,922,790 2,610,000 312,790

1. 奨励金 2,918,500 2,600,000 318,500

2. 適用促進活動費 4,290 10,000 △ 5,710

3. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

1. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

4. 繰入金 1,000,000 1,000,000

1. 一般会計繰入金 1,000,000 1,000,000

4. 繰越金 726,756 700,000 26,756

1. 繰越金 726,756 700,000 26,756 前期繰越金

8,650,967 8,111,000 539,967

支出の部

1. 給与費 5,144,382 5,300,000 △ 155,618

1. 給料 3,253,200 3,300,000 △ 46,800

2. 諸手当 589,332 600,000 △ 10,668

3. 期末勤勉手当 1,301,850 1,400,000 △ 98,150
2. 時間外勤

務手当 208,642 250,000 △ 41,358

1. 時間外勤務手当 208,642 250,000 △ 41,358
3. 福利厚生

費 891,141 900,000 △ 8,859

1. 福利厚生費 891,141 900,000 △ 8,859

4. 管理費 675,367 660,000 15,367

1. 電算処理費 279,290 300,000 △ 20,710

2. 事務諸費 393,362 350,000 43,362

3. 旅費交通費 2,715 10,000 △ 7,285

5. 繰出金 422,916 450,000 △ 27,084

1.
退職給与資金積立
金特別会計繰出金 422,916 450,000 △ 27,084

6. 予備費 0 551,000 △ 551,000

1. 予備費 0 551,000 △ 551,000

7,342,448 8,111,000 △ 768,552

備　考

次期繰越金8,650,967 7,342,448 1,308,519

収入決算額 支出決算額 差引残高

予算額

合　　　　計

款 項

備　　　　　　　　　　　　考

合　　　　　計

勘    定    科    目
比較増減

決算額
勘    定    科    目

款 項
決算額

比較増減 備　　　　　　　　　　　　考

389件(一人親方80件含)

　１名

　同上　地域手当、通勤手当

令和3年度　労働保険事務組合一般会計収支決算書

　同上　期末・勤勉手当

自　令和3年4月　1日

至　令和4年3月31日

労働保険事務組合報奨金(愛知労働局)

（単位  :  円）

予算額
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収入の部

1. 共済事業掛金 6,919,010 7,100,000 △ 180,990
収入 1. 保険料 6,919,010 7,100,000 △ 180,990

2. 事業収入 213,990 219,000 △ 5,010

1. 事務手数料 213,990 219,000 △ 5,010

3. 企業年金契約 14,099,267 100,000 13,999,267
給付金受入 1. 給付金受入 14,099,267 100,000 13,999,267

4. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

1. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

5. 繰越金 924,015 900,000 24,015

1. 繰越金 924,015 900,000 24,015 前期繰越金

22,156,282 8,320,000 13,836,282

支出の部

1. 事業費 0 50,000 △ 50,000

1. 事業推進費 0 50,000 △ 50,000 事業推進キャンペーン費

2. 共済事業 14,099,267 100,000 13,999,267
給付金 1. 退職金 14,099,267 100,000 13,999,267

3. 管理費 20,931 60,000 △ 39,069
1. 事務諸費 20,931 50,000 △ 29,069

2. 旅費交通費 0 10,000 △ 10,000

4. 支払保険料 6,919,010 7,100,000 △ 180,990

　 1. 共済事業積立金 6,919,010 7,100,000 △ 180,990

5. 予備費 0 1,010,000 △ 1,010,000

1. 予備費 0 1,010,000 △ 1,010,000

21,039,208 8,320,000 12,719,208

備　考

次期繰越金

至　令和4年3月31日

22,156,282 21,039,208 1,117,074

収入決算額 支出決算額 差引残高

款 項

令和3年度  特定退職金共済事業特別会計収支決算書

備　　　　考

予算額 備　　　考比較増減

合　　　　　計

勘　定　科　目

事務手数料 掛金×0.03

決算額

自　令和3年4月　1日

決算額

合　　　　計

事務用品、口座振替手数料
ファームバンキング等

                               （単位:　円）

比較増減
勘　定　科　目

予算額
款 項
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収入の部

1. 補助金 533,000 1,280,000 △ 747,000

1. 市補助金 533,000 1,280,000 △ 747,000 1. 街路灯建設事業 0

2. 街路灯維持管理事業 300,000

3. 街路灯電灯料(47基分) 233,000

2. 管理団体 1,922,371 1,450,000 472,371
負担金 1. 修理費負担金 152,361 150,000 2,361

2. 電灯料負担金 1,770,010 1,300,000 470,010

3. 繰入金 200,000 200,000 0

1. 一般会計繰入金 200,000 200,000 0

4. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

1. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

5. 繰越金 171,038 170,000 1,038

1. 繰越金 171,038 170,000 1,038

2,826,409 3,101,000 △ 274,591

1. 街路灯事業 609,444 600,000 9,444

1. 修理事業費 609,444 600,000 9,444

2. 電灯料 2,003,010 2,280,000 △ 276,990

1. 電灯料 2,003,010 2,280,000 △ 276,990 街路灯電灯料143基分

3. 管理費 41,781 60,000 △ 18,219

1. 保険料 18,090 10,000 8,090 街路灯施設保険料

2. 事務費 23,691 50,000 △ 26,309 1. 管理事務費助成額 16,100

2. 通信費、会議費等 7,591

4. 予備費 0 161,000 △ 161,000

1. 予備費 0 161,000 △ 161,000

2,654,235 3,101,000 △ 446,765

備　考

次期繰越金2,826,409

勘　定　科　目

合　　　　　計

備　　　考

支出の部

決算額 予算額

2,654,235

款 項
比較増減

収入決算額 支出決算額 差引残高

合　    計

前期繰越金

（単位：円）

款 項
比較増減

自　令和3年4月　1日

至　令和4年3月31日

172,174

決算額 予算額

街路灯電灯料143基分

預金利息等

勘　定　科　目

令和3年度　街路灯特別会計収支決算書

備　　　考
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収入の部

1. 手数料 150,540,000 150,100,000 440,000

1. 売上 150,000,000 150,000,000 0

2. 登録料 540,000 100,000 440,000 非会員参加負担金

2. 交付金 32,375,632 33,000,000 △ 624,368

1. 補助金（県、市） 32,375,632 33,000,000 △ 624,368 プレミアム分（30,000,000-155,333） 29,844,667

事業費 （5,061,930　×　50％） 2,530,965

3. 繰入金 2,530,965 3,500,000 △ 969,035

1. 一般会計繰入金 2,530,965 3,500,000 △ 969,035

4. 雑収入 17,908 1,000 16,908

1. 雑収入 17,908 1,000 16,908

185,464,505 186,601,000 △ 1,136,495

支出の部

1. 事業費 179,068,000 180,000,000 △ 932,000

1. 商品券発行事業 179,068,000 180,000,000 △ 932,000

2. 事務費 5,061,930 6,000,000 △ 938,070

1. 印刷費 3,000,800 3,100,000 △ 99,200

2. 広告宣伝費 300,500 400,000 △ 99,500

3. 消耗品費 675,400 700,000 △ 24,600

4. 事務諸費 1,085,230 1,800,000 △ 714,770

3. 繰出金 1,334,575 0 1,334,575

1. 一般会計繰出金 1,334,575 0 1,334,575

4. 予備費 0 601,000 △ 601,000

1. 予備費 0 601,000 △ 601,000

185,464,505 186,601,000 △ 2,471,070

令和3年度　商品券事業特別会計収支決算書

自　令和3年9月　3日

至　令和4年3月31日

（単位  :   円）

勘  定  科  目
決算額 予算額 比較増減 備　　　　　　　　　　　　考

款 項

合　　　　　　計

勘　定　科　目
決算額 予算額 比較増減 備　　　　　　　　　　　　考

款 項

合　　　　　　計

収入決算額 支出決算額 差引残高

185,464,505 185,464,505 0

121



収入の部

1. 繰越金 197,879,766 197,880,000 △ 234

1. 前期繰越金 197,879,766 197,880,000 △ 234

2. 本年度積立金 10,000,000 10,000,000 0

1.
共済事業特別
会計積立金 10,000,000 10,000,000 0

3. 雑収入 52,727 1,000 51,727

1. 預金利息 52,727 1,000 51,727

207,932,493 207,881,000 51,493

支出の部

1. 財政調整支出金 0 1,000 △ 1,000

1. 財政調整支出金 0 1,000 △ 1,000

2. 財政調整資金
207,932,493 207,880,000 52,493

積立金 1. 財政調整資金
積立金 207,932,493 207,880,000 52,493

預金　198,192,695
国債　　9,739,798

207,932,493 207,881,000 51,493

備　　　考予算額

比較増減

決算額 比較増減

予算額決算額 備　　　考

合　　　　計

合　　　　　計

勘　　定　　科　　目

款 項

款

（単位  :  円）

令和3年度  財政調整資金積立金特別会計収支決算書

自　令和3年4月　1日

至　令和4年3月31日

項

勘　　定　　科　　目
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収入の部

1. 繰入金 6,713,772 6,850,000 △ 136,228

1. 一般会計繰入金 1,468,584 1,500,000 △ 31,416

2. 中小企業相談所
特別会計繰入金 4,473,456 4,500,000 △ 26,544

3. 共済事業特別会計
繰入金 348,816 400,000 △ 51,184

4. 労働保険事務組合
一般会計繰入金 422,916 450,000 △ 27,084

2. 雑収入 0 1,000 △ 1,000

1. 預金利息 0 1,000 △ 1,000

3. 繰越金 68,301,828 68,300,000 1,828

1. 繰越金 68,301,828 68,300,000 1,828

75,015,600 75,151,000 △ 135,400

支出の部

1. 退職給与金 0 1,000 △ 1,000

1. 退職給与金 0 1,000 △ 1,000

75,015,600 75,150,000 △ 134,400

1. 退職給与資金積立額 75,015,600 75,150,000 △ 134,400

75,015,600 75,151,000 △ 135,400

比較増減 備　　　考

（単位　 : 　円）

合　　　　　計

勘    定    科    目

合　　　　計

予算額
款 項

退職給与資
金積立額

2.

決算額

令和3年度　退職給与資金積立金特別会計収支決算書

自　令和3年4月　1日

至　令和4年3月31日

勘    定    科    目
予算額 備　　考

款 項
比較増減決算額
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収入の部 （単位  :  円）

1. 受取保険料 61,147,488 60,000,000 1,147,488

1. 労働保険料 61,147,488 60,000,000 1,147,488 徴収保険料

61,147,488 60,000,000 1,147,488

支出の部

1. 支払保険料 61,147,488 60,000,000 1,147,488

1. 労働保険料 61,147,488 60,000,000 1,147,488 納付保険料

61,147,488 60,000,000 1,147,488

備　　考

備　　考

令和3年度　労働保険事務組合労働保険料特別会計収支決算書

自　令和3年 4月　１日

至　令和4年 3月31日

予算額 比較増減決算額

勘　　定　　科　　目
予算額

合　　　　計

合　　　　　計

勘　　定　　科　　目

款 項

比較増減決算額
款 項
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勘定科目 期首残高（A） 当期増加（B） 当期減少（C）
当期減価

　償却費（D）
期末残高
（A+B-C-D）

(有形固定資産)

　　什器備品 25,358,389 0 276,990 476,705 24,604,694

　　車両運搬具 3,828,890 0 0 0 3,828,890

　　街路灯 34,783,191 0 4,159,333 429,000 30,194,858

（その他固定資産）

　　有価証券 780,000 0 0 0 780,000

　　退職給与積立預金 68,301,828 6,713,772 0 0 75,015,600

　　財政調整資金積立預金 188,139,968 10,052,727 0 0 198,192,695

　　財政調整資金運用資産
　　（有価証券）

9,739,798 0 0 0 9,739,798

固定資産計① 330,932,064 16,766,499 4,436,323 905,705 342,356,535

固定負債

　退職給与引当金 68,301,828 6,713,772 0 0 75,015,600

固定負債計② 68,301,828 6,713,772 0 0 75,015,600

固定財産計（①-②） 262,630,236 10,052,727 4,436,323 905,705 267,340,935

令和３年度　　固定財産明細表

令和4年3月31日現在

(単位　：　円)
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流動資産

現金及び預金 現金 40,683

普通預金等 64,625,926

未収金 市補助金等 6,811,158

仮払金 300,000

立替金 雇用保険料個人負担金等 312,945

72,090,712

固定資産

（有形固定資産）

什器備品 机・椅子・棚類・事務機器等 25,081,399

償却累計額 △ 476,705

24,604,694

車両運搬具 公用車２台 3,828,890

償却累計額 0

3,828,890

街路灯 2灯式57基・1灯式86基 30,623,858

償却累計額 △ 429,000

30,194,858

(その他固定資産）

有価証券 780,000

退職給与積立預金 75,015,600

財政調整資金積立預金 198,192,695

財政調整資金運用資産（有価証券） 9,739,798

342,356,535

414,447,247

流動負債

未払金 社会保険料・街路灯電灯料等 2,954,341

仮受金 労働保険料等 4,586,623

預り金 住民税・生命共済保険料等 14,017,240

21,558,204

固定負債

退職給与引当金 75,015,600

75,015,600

96,573,804

317,873,443正味財産

(単位　：　円)

〔負債の部〕

流動負債計

固定負債計

資産の部合計

流動資産計

固定資産計

負債の部合計

令和３年度　　財産目録

令和4年3月31日現在

〔資産の部〕

金　　　　額勘 定 科 目 ・ 摘 要
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